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1.はじめに 
キヌア（Chenopodium quinoa）はヒユ科アカザ亜科アカザ属植物
に含まれ、我々にとって身近な野菜であるホウレンソウ（Spinacia 
oleracea）に分類上近縁とされている。南米アンデス山脈の高地にお
いて数千年前から食用として栽培されており 1)、疑似穀物（アワやヒ
エといった雑穀に準じる作物でありソバなどが該当）2) に分類される。
キヌアは良質なタンパク質、鉄やマグネシウムといった多種類のミネ
ラルやビタミンを多く含んでおり、栄養バランスのよい作物として近
年ヨーロッパや日本などで注目され、山梨県にて試験的な栽培が行わ
れている1-3)。 
上野原市においても本学と包括的な連携協定を結び、キヌアの栽培
を地域活性化の柱として積極的に行っている。（図 1）4-6）しかしなが
ら日本の気候に適した栽培方法が確立されていないことから収穫量
が安定せず、またキヌアの大気汚染物質に対する耐性の知見もほとん
どない。昨年度の地域連携活動により、大気汚染物質の一種であるオ
ゾンがキヌアの生育に悪影響を与えている可能性を示した。本年度の
活動では、継続的に大気汚染物質がキヌアの生育に与える影響を調査
し、大気汚染物質の一種であるオゾンがキヌアの生育にもたらす影響
に関する知見を得ることでキヌア生産方法の確立に寄与し、産官学地
域連携活動を学術的な面から推進する。 
図1.東京西キャンパスにて栽培したキヌア 
 
 
 
 
2.活動報告 
以下の活動を行った。 
3月～5月（場所：東京西キャンパス実験研究棟） 
オープントップチャンバ （ーOTC）と呼ばれる栽培実験を行うため
の装置の組み立てと性能評価を実施． 
3月9日（場所：静岡県立大学） 
OTCを用いた栽培実験に関する検討の議論を実施． 
8月2日（場所：東京西キャンパス） 
キヌアの苗の鉢への植え替えを実施．除草シート張りを実施． 
8月10日（場所：東京西キャンパス 大学裏の圃場） 
キヌアの播種を実施． 
9月21日（場所：東京西キャンパス） 
OTC6台を設置．OTCを用いた栽培実験の開始． 
9月21日～11月15日（場所：東京西キャンパス） 
OTCを用いたキヌアの生長観察の実施． 
11月15日（場所：東京西キャンパス） 
生長して子実をつけたキヌアの刈り取りを実施． 
11月～1月（場所：東京西キャンパス） 
キヌアの新鮮重量、乾燥重量、子実重量、1粒重量の分析を実施． 
平成30年4月19日（場所：東京農工大学） 
OTCを用いた栽培実験の結果に関する打ち合わせを実施． 
4月27日（場所：東京西キャンパス） 
報告書の提出． 
 
3.結果と考察 
オープントップチャンバ （ーOTC）と呼ばれる装置を用いて、野外の
汚染物質を除去した大気を導入する浄化室と、そのままの大気を導入
する非浄化室を設置し、この両室内で植物を生育させることで、野外
における大気汚染による植物への影響を評価した7,8）。OTCは天蓋部
が解放された形になっており、チャンバー下方から導入された大気は
天蓋部から排気される（図2）。 
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図2.オープントップチャンバー（OTC）の構造 
この装置内で生長する植物の環境条件は、大気の浄化、非浄化を除
いて同一である。本活動では、OTCを用いてキヌアのオゾンによる可
視障害、および生長量・子実収量への影響を実験により評価し、大気
汚染物質への耐性に関する知見を得るべく検討を行った。東京西キャ
ンパスにて栽培実験を行ったOTCを図3に示す。 
図3.東京西キャンパスにて栽培実験に用いたOTCの写真 
浄化OTCでは実験期間中、大気中のオゾンの浄化効率は53±17％
であった。昨年度のオゾン除去効率は77±7%であり、今年度のオゾ
ンの除去効率は昨年度の69%であった。オゾン除去効率が低下した原
因として、設置場所を変更したことにより、環境条件はより良好・均
質になったものの、設置場所の地面に凹凸があったことから地面と
OTC 底面の隙間から外気に含まれたオゾンが侵入した可能性が考え
られた。OTC設置日（9月21日）からキヌアの刈り取りを行った日
（11月15日）までのキヌア草丈の生長観察を行った。浄化OTC、非
浄化OTC、およびOTCを設置せずに生長したキヌアの草丈を図4に
示す。これら草丈に、有意な差は確認されなかった。オゾンによる生
理障害により生じる斑点といった可視被害9-11）も、浄化OTC、非浄化
OTC、OTC外で生長したキヌアに確認されなかった。 
図4.浄化OTC、非浄化OTC、OTCの外で生長したキヌアの草丈 
図5.浄化OTC、非浄化OTC、およびOTCの外で生長したキヌアの子実
の1粒重量 
浄化OTC、非浄化OTC、OTC外で生育したキヌアの新鮮重量は
それぞれ3.0±1.0 g、5.7±1.2 g、4.8±2.2 g、乾物重量はそれぞれ2.3
±0.5 g、2.8±0.9 g、3.4±1.6 g、全子実重量はそれぞれ1.2±0.4 g、
1.6±0.2 g、1.8±0.7 gであり、浄化OTC、非浄化OTC、OTC外で
生育したキヌア間で有意な差はみられなかった。一方、1粒重量は、
浄化OTCで3.7±0.1 mg、非浄化OTCで3.4±0.1 mg、OTC外で
3.2±0.4 mgと得られ、浄化OTCにて生育したキヌアにて有意に 1
粒重量が大きかった(p<0.1)。1粒重量の結果を図5に示す。大気汚染
物質の一種であるオゾンにより悪影響を受け、キヌアの子実1粒の重
量が小さくなっている可能性が示された。
昨年度の検討では新鮮重量、乾物重量、全子実重量、1粒重量にて、
有意にオゾンを取り除いた浄化OTCにて生育したキヌアが大きかっ
た。本年度の検討では、1粒重量のみ浄化OTCにて生育したキヌア
にて大きい有意な結果が得られた。新鮮重量、乾物重量、全子実重量
では浄化OTC、非浄化OTC、OTC外で生育したキヌアに有意な差
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上野原特産農作物「キヌア」栽培に関する産官学連携活動の学術分野からの推進 
がみられなかった。実験データのほとんどのないキヌアの大気汚染物
質の耐性を評価し、日本でのキヌアの栽培方法を確立するため、継続
した検討を実施する。 
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一人親／生活困窮家庭児童を対象とした学習を含めた 
大学生によるサポート活動の試行 
木村龍平（教育人間科学部 こども学科） 
キーワード：学習支援、一人親、保育者養成学科、体験活動 
1.はじめに 
当学科は保育者を目指す学生の人材教育に資するため、現場対応力
や人間力を実践的に養成する目的で多くの幼児・小学生と関わる学外
体験活動を演習科目で実施してきている。そのような中、学習支援活
動の実施可能性について、上野原市母子寡婦福祉連合会 （１）（以降、
母寡連と表記）から平成25年10月に相談を受けた。連合会では長く
市内の母子家庭を対象にした福祉活動を展開しており、近年の経済状
況の変化（経済格差の拡大）を受けて母子家庭児童の学力維持・向上
について問題意識を持っていた。市内では学童保育が各地区で実施さ
れているが、母親の帰宅時間（概ね19時）までの活動が難しいこと、
広く一般家庭の児童を対象としているため、何らかの精神的な問題を
持ち、指導に工夫が必要な児童に適切な対応がしにくいことが問題点
として認識されていた。 
 近年、保育の現場においては、従来の人材養成教育では想定してこ
なかった事象が社会的に拡大しつつある。注意欠陥多動性障害をはじ
めとした発達障害等をもった児の増加；20〜30 人のクラスでは高い
確率でこれに該当する児が 1〜2人存在し、あるいは、モンスター・
ペアレントの登場、児童虐待の増加；100〜200 人定員の幼稚園や保
育所全体を見渡したときには、このような問題を抱える親・家庭が存
在することが普通となりつつあること等が挙げられる。そのため新任
保育士、幼稚園教諭が最初に戸惑うことの一つは、こうした児や家庭
への対処方法である。以上のような背景から、筆者は保育者養成だけ
でなく教職課程における教師養成教育においても、このような児・
親・家庭に対する保育者/教諭の対応力が求められ、在学中に可能な限
り知識・実践力を身につける必要があるのではないかと考えてきた。 
 以上を背景に平成26年5月から母寡連の主催で学習支援活動を開
始した。活動を支えるスタッフとして、当学科 4年次生を充てた。4
年次生必修科目「保育教職実践演習」（通年 2 単位）の学外ワークの
一つとして活動プログラムを準備した。この授業では他に2つの学外
ワークが提供されており、全開講回数 30回の約半数を活動時間に充
当した。本活動は「学習支援活動」として授業で履修学生に説明し、
活動従事希望者を募った。その結果、履修者 40名前後の内、約半数
の 20名前後が本活動従事を希望した。活動場所は上野原市役所本庁
舎内会議室や展示室である。開始当初は対象とする家庭の児童が5名
前後参加（いずれも小学4年生）し、24回実施することができた。1
回の活動における学生スタッフは3〜5人で、児童1人に対して学生
1〜2名で指導した。平成27年度からは母寡連が手がけてきたクリス
マス会（12月に実施）も本活動に加えた。以上の本活動初期段階の詳
細については本学紀要「教職指導研究」（２）を参照されたい。 
 
2.研究及び活動方法 
2-1.活動主体・体制の変遷 
 前述のように、活動開始当初の活動主体は母寡連であったが、平成
28年度より上野原市社会福祉協議会（３）（以降、社協と表記）が主体
となって活動を推進することになった。社協の本活動に対する方針は、
「潜在的なニーズが大きいので本活動を順次拡充していく」というも
のである。このため平成 28年度より、国の補助を得た社協の事業と
して推進していくことになった。一方で母寡連も従来通り本活動に関
与してもらい、以下のような役割分担をした。学習支援活動の活動場
所の確保、教材・文具（ワークブック、白板、メモ用紙等）の準備 / 環
境整備（参加家庭への連絡、掲示、活動当日の教室内スタッフ常駐、
学生以外のスタッフ手配（退職教員等）、活動の管理（名簿 / 名札の
準備、児童の出欠管理、情報収集等）は社協が、学習支援活動以外の
活動、学習支援活動時の休憩時の飲食物の準備、社協からの連絡を補
う地区内の臨機応変な連絡等は母寡連が担うようにした。 
2-2.活動対象家庭・児童への周知方法 
 本活動の対象が母子家庭であり、多くの場合「生活困窮」家庭であ
ることから、市広報等で広く一般にアナウンスすることはせず、当初
は母寡連から、また昨年度からは社協から、対象となる各家庭へ直接
案内を送付するという方法で周知した。 
 周知後、希望者の申し出による登録で活動申し込み者名簿を作成し
当該年度の活動参加児童の最大人数を把握した。 
2-3.活動場所・参加児童・活動スタッフについて 
 活動場所は社協が市役所本庁舎内 1F展示室、及び 2F会議室を年
間使用予約して活動に使用した。学習支援活動以外の活動は上野原市
勤労青年ホームで行った。 
 参加児童は事前の登録者数は25名であった。その構成は小学1年
生から中学３年までであった。この中には本活動開始当初（当時、小
学4年生）より参加している児童が5名おり、現在は中学1年生であ
る。 
 活動スタッフの構成は、会議室等の使用管理のため市役所職員1名、
協議会職員 1名、教育委員会委員（市立小学校退職教員）1〜2名、
ボランティア（他大学大学院生）1名（臨時）、筆者、本学学生5〜10
名、連合会会員 3〜4名（地区ごとの当番制）である。社協職員は名
簿 / 出欠管理と共に学習指導も一部担った。退職教員は社協の配慮で
昨年度より活動に加わった。上野原市立小学校の校長経験者で同校か
らの活動参加児童は顔見知りであり、本活動の趣旨や対象となる家庭
に対する学校としての関わり、その児童の指導に対して経験が豊富で
ある。そのため筆者は随時、活動のあり方などアドバイスを受け、個々
の参加児童について配慮すべき特性や家庭の状況等、情報提供を受け
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一人親／生活困窮家庭児童を対象とした学習を含めた 
大学生によるサポート活動の試行 
木村龍平（教育人間科学部 こども学科） 
キーワード：学習支援、一人親、保育者養成学科、体験活動 
1.はじめに 
当学科は保育者を目指す学生の人材教育に資するため、現場対応力
や人間力を実践的に養成する目的で多くの幼児・小学生と関わる学外
体験活動を演習科目で実施してきている。そのような中、学習支援活
動の実施可能性について、上野原市母子寡婦福祉連合会 （１）（以降、
母寡連と表記）から平成25年10月に相談を受けた。連合会では長く
市内の母子家庭を対象にした福祉活動を展開しており、近年の経済状
況の変化（経済格差の拡大）を受けて母子家庭児童の学力維持・向上
について問題意識を持っていた。市内では学童保育が各地区で実施さ
れているが、母親の帰宅時間（概ね19時）までの活動が難しいこと、
広く一般家庭の児童を対象としているため、何らかの精神的な問題を
持ち、指導に工夫が必要な児童に適切な対応がしにくいことが問題点
として認識されていた。 
 近年、保育の現場においては、従来の人材養成教育では想定してこ
なかった事象が社会的に拡大しつつある。注意欠陥多動性障害をはじ
めとした発達障害等をもった児の増加；20〜30 人のクラスでは高い
確率でこれに該当する児が 1〜2人存在し、あるいは、モンスター・
ペアレントの登場、児童虐待の増加；100〜200 人定員の幼稚園や保
育所全体を見渡したときには、このような問題を抱える親・家庭が存
在することが普通となりつつあること等が挙げられる。そのため新任
保育士、幼稚園教諭が最初に戸惑うことの一つは、こうした児や家庭
への対処方法である。以上のような背景から、筆者は保育者養成だけ
でなく教職課程における教師養成教育においても、このような児・
親・家庭に対する保育者/教諭の対応力が求められ、在学中に可能な限
り知識・実践力を身につける必要があるのではないかと考えてきた。 
 以上を背景に平成26年5月から母寡連の主催で学習支援活動を開
始した。活動を支えるスタッフとして、当学科 4年次生を充てた。4
年次生必修科目「保育教職実践演習」（通年 2 単位）の学外ワークの
一つとして活動プログラムを準備した。この授業では他に2つの学外
ワークが提供されており、全開講回数 30回の約半数を活動時間に充
当した。本活動は「学習支援活動」として授業で履修学生に説明し、
活動従事希望者を募った。その結果、履修者 40名前後の内、約半数
の 20名前後が本活動従事を希望した。活動場所は上野原市役所本庁
舎内会議室や展示室である。開始当初は対象とする家庭の児童が5名
前後参加（いずれも小学4年生）し、24回実施することができた。1
回の活動における学生スタッフは3〜5人で、児童1人に対して学生
1〜2名で指導した。平成27年度からは母寡連が手がけてきたクリス
マス会（12月に実施）も本活動に加えた。以上の本活動初期段階の詳
細については本学紀要「教職指導研究」（２）を参照されたい。 
 
2.研究及び活動方法 
2-1.活動主体・体制の変遷 
 前述のように、活動開始当初の活動主体は母寡連であったが、平成
28年度より上野原市社会福祉協議会（３）（以降、社協と表記）が主体
となって活動を推進することになった。社協の本活動に対する方針は、
「潜在的なニーズが大きいので本活動を順次拡充していく」というも
のである。このため平成 28年度より、国の補助を得た社協の事業と
して推進していくことになった。一方で母寡連も従来通り本活動に関
与してもらい、以下のような役割分担をした。学習支援活動の活動場
所の確保、教材・文具（ワークブック、白板、メモ用紙等）の準備 / 環
境整備（参加家庭への連絡、掲示、活動当日の教室内スタッフ常駐、
学生以外のスタッフ手配（退職教員等）、活動の管理（名簿 / 名札の
準備、児童の出欠管理、情報収集等）は社協が、学習支援活動以外の
活動、学習支援活動時の休憩時の飲食物の準備、社協からの連絡を補
う地区内の臨機応変な連絡等は母寡連が担うようにした。 
2-2.活動対象家庭・児童への周知方法 
 本活動の対象が母子家庭であり、多くの場合「生活困窮」家庭であ
ることから、市広報等で広く一般にアナウンスすることはせず、当初
は母寡連から、また昨年度からは社協から、対象となる各家庭へ直接
案内を送付するという方法で周知した。 
 周知後、希望者の申し出による登録で活動申し込み者名簿を作成し
当該年度の活動参加児童の最大人数を把握した。 
2-3.活動場所・参加児童・活動スタッフについて 
 活動場所は社協が市役所本庁舎内 1F展示室、及び 2F会議室を年
間使用予約して活動に使用した。学習支援活動以外の活動は上野原市
勤労青年ホームで行った。 
 参加児童は事前の登録者数は25名であった。その構成は小学1年
生から中学３年までであった。この中には本活動開始当初（当時、小
学4年生）より参加している児童が5名おり、現在は中学1年生であ
る。 
 活動スタッフの構成は、会議室等の使用管理のため市役所職員1名、
協議会職員 1名、教育委員会委員（市立小学校退職教員）1〜2名、
ボランティア（他大学大学院生）1名（臨時）、筆者、本学学生5〜10
名、連合会会員 3〜4名（地区ごとの当番制）である。社協職員は名
簿 / 出欠管理と共に学習指導も一部担った。退職教員は社協の配慮で
昨年度より活動に加わった。上野原市立小学校の校長経験者で同校か
らの活動参加児童は顔見知りであり、本活動の趣旨や対象となる家庭
に対する学校としての関わり、その児童の指導に対して経験が豊富で
ある。そのため筆者は随時、活動のあり方などアドバイスを受け、個々
の参加児童について配慮すべき特性や家庭の状況等、情報提供を受け
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た。他大学大学院生は活動スタッフが不足したり、特に中学3年生の
受験指導が必要なときに社協を通して適宜、活動参加してもらった。
本学学生は活動従事希望者を3グループに分け、グループ毎に6回連
続の活動参加 + 12月初旬のクリスマス会参加を課した。各グループ
人数は年間の活動参加時期が異なるため、就職活動等の制約もあり 7
〜9人の間で個別の事情に配慮して調整した。 
 
3.活動結果・考察 
3-1.活動結果概要 
 活動は社協が年間活動日程を作成し、この中から当該授業の開講日
程・活動充当時間数と整合するよう 5月〜翌年 1月まで全 18回（+
クリスマス会：12月初旬）を計画（1月下旬から2月にかけて予備活
動日を3日設定）した。また活動従事学生の希望により、一部8月の
夏期休業中も実施した。その結果、9月に台風、1月（台風による活
動中止の予備日）に降雪で活動が中止になった。なお、本活動は社協
主催のため、本学の授業期間中を含めた夏期休業中、春期休業中も可
能な限り活動を実施している。活動時間は17時〜19時で、小学低学
年生の参加児童に配慮して17時50分〜18時10分の間に休憩時間を
設定した。 
 今年度から年間を通した活動に変化を与え活動参加のモチベーシ
ョンを高めるために18回の活動の内2回は、活動後半を夕食会とし
た。この回は勤労青少年ホームで実施した。学生スタッフの半数は同
ホーム内調理室で夕食の準備にあたった。食材調達はじめ調理指導等
は母寡連会員の手厚いサポートを受けた。参加児童は希望があれば調
理の手伝いにも参加可能とした。そのため 2〜3名の児童は調理に参
加した。他の児童は夕食の準備が整うまでは別室で、残りの半数の学
生スタッフと通常の学習活動に従事した。夕食時は保護者（主に母親）
の参加も可能とし、親子のコミュニケーションが図れるよう配慮した。
クリスマス会は従来から母寡連が実施してきており、前述のように本
活動への組み込みは平成 27年度からである。親子での参加を原則と
し、学生スタッフは活動従事者全員の参加を課した。母寡連主催のた
め、活動は参加親子の他は、母寡連会員（7人）、学生スタッフ、筆者
で実施した。会場に9時集合後、調理室で参加者全員で午前中に昼食
を準備し、全員で昼食をとった。午後は階上のホールで約1時間を使
用して学生が授業の課題として準備したレクレーションを実施した。
14時30分に終了した。 
3-2.学習支援の指導状況  
 活動参加児童は学校の放課後活動、あるいは学童保育を終えて本活
動に参加する。放課後活動や学童保育では一部、補修等の学習支援も
行っているが、本活動に小学校低学年生の児童も参加していることに
配慮して、本活動では学習塾のように集中的な学習指導をするのでは
なく、児童が持ち寄る日々の宿題、授業で理解できなかった内容につ
いて、学生スタッフが色々と児に話しかける中で状況を見極めて、児
がそれらの課題解決の必要性を認めたときに指導するようにした。こ
の指導方針は本活動最初期からの方針で、保育者を目指す当学科学生
の人間的な特性（自然な形で子どもとコミュケーションをとり、人間
関係を築くこと）を無理なく発揮できるようにすることで、児童にと
って、本活動が「勉強の場」であると共に、放課後の帰宅までの「居
心地の良い」居場所として感じてもらい、活動参加率を高めることを
狙った。 
 以上の考えから、休憩時間は社協で用意したけん玉、ボードゲーム
類（オセロ、将棋等）やカードゲーム類（トランプ等）で遊んだり、
絵を描いたり自由に時間を使わせた。学習指導時間においても、随時
気分転換し集中力を維持するための適当な雑談は許容し、活動後半時
間帯では、特に低学年生や長時間の集中が困難な児には、学習以外の
クイズ等に誘導し、「落ち着いた時間」を過ごせるよう配慮した。そ
の結果、本学学生が関与しない活動回（11回）と本学学生が参加する
活動回（中止2回を差し引き16回）で名簿登録児童（25人）の平均
参加率は前者で平均 54%（13.4人）、後者で 63%（15.6人）と差が生
じた。この結果は、児に「居心地の良さ」を感じてもらうことを念頭
に児と関わることに配慮したこと、児と年齢の近い十分な人数の大学
生が親身に勉強の指導をした結果と考えられる。今年度においても、
本活動開始当初からの参加児童が継続的に参加（4年目）しているこ
とは特筆に値する。中学進学を機に在宅での学習に移行するのではと
考えていたが、本活動への出席率に変化はなかった。 
表1.学習支援活動参加児童数 
（表中、実施日項目内「＊」は本学学生不参加活動日） 
回数 実施日 小学生人数（人） 中学生人数（人） 計（人） 
1 5/16 8 6 14 
2 5/23 9 7 16 
3 5/30 12 5 17 
4 6/13 13 8 21 
5 6/20 10 6 16 
6 6/27 ＊ 10 5 15 
7 7/11 13 6 19 
8 7/18 10 6 16 
9 7/25 5 5 10 
10 9/26 9 6 16 
11 10/10 ＊ 9 6 15 
12 10/17 7 5 12 
13 10/31 7 7 14 
14 11/7 6 8 14 
15 11/21 10 4 14 
16 11/28 ＊ 10 5 15 
17 12/12 10 6 16 
18 12/19 8 6 14 
19 1/16 7 6 13 
20 1/30 ＊ 10 7 17 
21 2/13 ＊ 5 7 12 
22 2/20 ＊ 8 4 12 
23 3/6 ＊ 9 4 13 
24 3/13 ＊ 7 6 13 
 以上の状況を受け、年々、活動参加児童数が増加しており、今年度
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は我々が関与した 16回の活動時は前述のように平均 16名（最大 21
名）となった。約半数（4〜8人）は中学生である。そのため今年度か
ら中学生クラスは別部屋とし、退職教員を中心とした指導で中間試験、
期末試験対策等に力を入れた。学習内容が高度化するため、必然的に
密度の高い学習時間が現出するようになった。特に数学や理科では内
容的に当学科学生が指導しやすいようで、児と学生が互いに質問し合
い、問題を出し合うなかで和気あいあいと解答を導いていく様子が観
察された。雑談時は将来の進路相談に学生が応じる姿も観察され、中
身の濃い実のある活動状況が認められた。 
3-3.その他の活動実施結果 
本活動では前述のように学習支援活動に組み込む形で2回の夕食会、
12月初旬の土曜日にクリスマス昼食会を実施した。夕食会は初めての
試みであったが、社協の連絡を通して活動登録家庭に案内を出した。
実施方法は活動場所も含めてこれまで多くの経験のあるクリスマス
会とほぼ同様のため混乱なく実施できた。両活動とも保護者も参加す
るため、学生は礼儀や節度をわきまえた言動をし、親子とのコミュニ
ケーションに努めなければならないことから、貴重な体験活動となっ
た。
3-4.配慮すべき事 
IT化が浸透した現在、小学生といえどもスマホ等のIT機器を所持
していることが多い。昨年度の活動では、操作やコンテンツ利用に長
けて、自在に機器を操る様子が観察された。主に親との連絡や保護者
が子の居場所確認のために、こうした機器を児に持たしていることが
筆者指導の過年度卒業研究で明らかになっている。しかし、ともする
と学習上の「調べ」を行う際にエンターテイメント系コンテンツ（ゲ
ーム等）の使用を始めてしまい、周囲の児の学習態度・意欲に影響が
及んでしまうことが観察された。そのため、今年度からは参加登録受
付時に社協を通じて、IT機器を持ち込む場合はカバンにしまい、活動
時間中は使用をせぬよう保護者に児の指導を依頼し協力をお願いし
た。同時に、学習活動における「調べ」は内容の信頼性が不確実なネ
ット上の情報を使用するのではなく、教科書や辞書を活用する習慣を
身につけられるよう児の指導に配慮した。
活動参加児童の中には前述のように小学校低学年生や、集中力が長
く持続しない児が含まれ、活動の全時間を学習に集中させることが困
難な状況が生じる。そのため、活動の前半（17時〜17時50分）は極
力学習に集中させ、20分の休憩時間でリフレッシュし、後半（18時
10分〜19時）は可能な限り学習活動を継続するよう誘導するが、難
しい場合は、適宜、児との会話やその日の学習内容に関連付けたクイ
ズ、描画等で対応し、「落ち着いた時間」を過せるよう配慮した。
担任教諭がおり、規律が重んじられる学校生活とは別の場である本
活動では、特に生活習慣について学校や家庭生活との継続性が求めら
れる。本活動では終了時間が 19時で夕食時間帯にかかるため、活動
中に極端な空腹にならぬよう活動開始前までの待機時間に社協が軽
食と飲料（麦茶をサーバーで提供）を用意している。また休憩時間に
は母寡連が菓子を用意している。昨年度まではこれらの摂食の区切り
が曖昧で、学習時間中に「食べながら」、集中が低下すると「飲料を
取りに行く」という行動が頻繁に観察された。さらに当初、活動終了
後の後片付け、部屋の現状復帰はスタッフが全て行っていたことから、
児がゴミを片付けない、部屋に時計がなかったため時間管理が曖昧、
といった要素と合わせて活動全体にルーズな雰囲気が醸成されがち
であった。以上を受けて今年度から、部屋に時計を設置し時間割を掲
示、ゴミ袋を設置した。そして、活動時間の区切りを明確にし、飲食
は学習時間外で済ませ、ゴミは各自で片付けること、時間の切り替え
をしっかりすることを時間の始めに児に明確に説明し、活動中はスタ
ッフもそのように指導した。さらに終了時の部屋の現状復帰作業に児
も手伝わせた。これらの対策を講じることで、生活習慣・規律におい
て学校生活との連続性を持たせ、帰宅後の家庭生活にも良い影響を及
ぼすよう配慮した。
本活動の対象は前述のように母子家庭であり、経済的に（困窮状態
を含む）配慮の必要な家庭状況の児童である。そのため、特に児童と
会話するときは家庭状況や一般的な経済力を前提とした話題（旅行等）
を取り上げるときは細心の注意が必要なことを従事学生には事前指
導している。現在まで、これについては問題は発生していないが、ど
のような話題がこれに関連づいてくるかは予断を許さないため、今後
も学生との情報交換や注意が随時必要である。
虐待対応について、これまで件数は少ないが親の養育態度に相当の
（育児ネグレクトを含む）問題行動が認められた事例があり、活動中
に当該保護者が来場し、不適切発言をしたことがあった。また、参加
児童の多くは複雑な家庭環境の影響を受けて、精神的に色々な特性を
持っており、関わり方、学習指導方法に工夫と経験が必要である。そ
のようなケースにおいて事前に社協や退職教員スタッフから情報提
供やアドバイスを受けるのだが、学生スタッフはもちろん、筆者も現
場経験がないか、少ないため、適切な対応に苦慮する場合がある。特
に学生にとってははじめての経験となるため、綿密な事前・事後指導
が欠かせない。このことは保育の現場でも共通であるが、正課でこれ
に関する知識や技能を習得する機会がないため、これまで大きな問題
は発生していないが、当該授業での何らかの対策が必要である。
4.課題 
活動は平日に実施するので、参加児童は朝から本活動まで一日中、
学習に従事することになる。このことは低学年児童の健全な心身の成
長にとって問題があるのではと考えている。本活動は来年度以降も継
続するが、参加児童数が増加傾向の中、学年分布の状況によっては保
護者の要望を調査した上で「学習支援」以外のレクレーション等のメ
ニュー拡充が求められる。
本活動に従事するにあたって学生への事前指導について、個々の学
生の資質にもよるが、活動の趣旨について意識の低い取り組み姿勢
（児と一緒になって遊び（騒ぎ）始める）の者が散見される。このこ
とは前述した児にとって「居心地の良い」「学習の場」提供という本
活動の根幹に関わる部分で慎重な対応が必要である。また、学生同士
で談笑してしまう、適切に児への声かけができない、関わりを持とう
とせずに傍観している、安易に活動を欠席する等も見受けられ、参加
児童と年齢が近いだけに、学生の児への影響力が強いと推察されるた
め、こうした点について意識を高く持ち組むよう指導を強化しなけれ
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い、問題を出し合うなかで和気あいあいと解答を導いていく様子が観
察された。雑談時は将来の進路相談に学生が応じる姿も観察され、中
身の濃い実のある活動状況が認められた。 
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IT化が浸透した現在、小学生といえどもスマホ等のIT機器を所持
していることが多い。昨年度の活動では、操作やコンテンツ利用に長
けて、自在に機器を操る様子が観察された。主に親との連絡や保護者
が子の居場所確認のために、こうした機器を児に持たしていることが
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は学習時間外で済ませ、ゴミは各自で片付けること、時間の切り替え
をしっかりすることを時間の始めに児に明確に説明し、活動中はスタ
ッフもそのように指導した。さらに終了時の部屋の現状復帰作業に児
も手伝わせた。これらの対策を講じることで、生活習慣・規律におい
て学校生活との連続性を持たせ、帰宅後の家庭生活にも良い影響を及
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本活動の対象は前述のように母子家庭であり、経済的に（困窮状態
を含む）配慮の必要な家庭状況の児童である。そのため、特に児童と
会話するときは家庭状況や一般的な経済力を前提とした話題（旅行等）
を取り上げるときは細心の注意が必要なことを従事学生には事前指
導している。現在まで、これについては問題は発生していないが、ど
のような話題がこれに関連づいてくるかは予断を許さないため、今後
も学生との情報交換や注意が随時必要である。
虐待対応について、これまで件数は少ないが親の養育態度に相当の
（育児ネグレクトを含む）問題行動が認められた事例があり、活動中
に当該保護者が来場し、不適切発言をしたことがあった。また、参加
児童の多くは複雑な家庭環境の影響を受けて、精神的に色々な特性を
持っており、関わり方、学習指導方法に工夫と経験が必要である。そ
のようなケースにおいて事前に社協や退職教員スタッフから情報提
供やアドバイスを受けるのだが、学生スタッフはもちろん、筆者も現
場経験がないか、少ないため、適切な対応に苦慮する場合がある。特
に学生にとってははじめての経験となるため、綿密な事前・事後指導
が欠かせない。このことは保育の現場でも共通であるが、正課でこれ
に関する知識や技能を習得する機会がないため、これまで大きな問題
は発生していないが、当該授業での何らかの対策が必要である。
4.課題 
活動は平日に実施するので、参加児童は朝から本活動まで一日中、
学習に従事することになる。このことは低学年児童の健全な心身の成
長にとって問題があるのではと考えている。本活動は来年度以降も継
続するが、参加児童数が増加傾向の中、学年分布の状況によっては保
護者の要望を調査した上で「学習支援」以外のレクレーション等のメ
ニュー拡充が求められる。
本活動に従事するにあたって学生への事前指導について、個々の学
生の資質にもよるが、活動の趣旨について意識の低い取り組み姿勢
（児と一緒になって遊び（騒ぎ）始める）の者が散見される。このこ
とは前述した児にとって「居心地の良い」「学習の場」提供という本
活動の根幹に関わる部分で慎重な対応が必要である。また、学生同士
で談笑してしまう、適切に児への声かけができない、関わりを持とう
とせずに傍観している、安易に活動を欠席する等も見受けられ、参加
児童と年齢が近いだけに、学生の児への影響力が強いと推察されるた
め、こうした点について意識を高く持ち組むよう指導を強化しなけれ
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ばならないと考えている。 
 
5.まとめ 
 本活動は平成29年度で4年目を迎えた。参加児童数は年々増加し
ており、本活動に対するニーズが大きいことが伺える。本活動に対応
する当該科目の学外ワークとしての学生への教育効果についても、カ
リキュラム中の他科目で取り扱いの少ない内容であり、こうした家庭
状況を背景にした特別な配慮を必要とした児童に対する指導力の必
要性を実地に認識し、実践力を身につけることのできるかけがえのな
い機会になっていると考える。 
 次年度も参加児童数が増加し発展的に継続することを前提に、年度
の活動開始前に当該科目の学内授業で事前指導の授業回を設け、社協
の本活動担当者、及び本活動にこれまで深く関わっていただいている
退職教員に本活動の背景や（配慮の必要な家庭や児について）前述の
課題を踏まえた事前指導を行う時間を設ける予定である。 
 平成 31 年度までは本活動に従事する学生は保育者（幼稚園教諭 / 
保育士）を目指す者であるが、平成 32年度からは当学科新設の「小
幼コース」（小学校 / 幼稚園教諭資格取得コース）在学生も加わるこ
とになるため、コースの人材養成教育に整合した、より良い学外ワー
クとして提供できるよう、また何よりも参加児童の学力はじめ、児童
の生活の質がより良く向上できるよう努力を傾注していきたい。 
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地域連携研究 帝京科学大学地域連携推進センター年報 第２巻 
全世代横断型昆虫保全教育プログラムの開発と実践 
江田慧子（教育人間科学部 学校教育学科）・木場有紀・新家智子（教育人間科学部 幼児保育学科） 
キーワード：オオルリシジミ、プラ板、手袋シアター 
1.はじめに 
現在、多くの昆虫が絶滅危惧種となっており、保全保護対策が急務
とされている。しかし一方で、多くの子どもにとって、昆虫は初めて
触れる身近な生きものであり、その触れ合いから生態への興味を抱く
など得るものも多い反面、保全活動の必要性、活動参加意欲には結び
付いていないのが現状である。 
そこで、次世代を担う子どもとその保護者を対象として昆虫への興
味・関心の向上や、絶滅の状況への理解を深める取り組みが円滑な保
全に貢献すると考え、地域の自然環境を活用した自然保護教育プログ
ラムを開発し、本学との包括連携協定を結んでいる足立区のこども未
来創造館（通称：ギャラクシティー）において実践した。 
上記の活動から、学校教育で行われている自然教育を補完し、社会
教育として地域・家庭・学校との連携を図るとともに、現在希薄とな
っている生きものとの繋がり、大切さを全世代に普及・啓発し、持続
可能な社会の構築に寄与することを目指した。 
 さらに活動が広がり、絶滅危惧種が生息している熊本県でも教育プ
ログラムを実践することができたため、その事例についても報告する。 
 
2.方法 
2-1.対象昆虫：オオルリシジミ（Shijimiaeoides divinus） 
オオルリシジミは大型のシジミチョウであり、1年に1度5月頃に
成虫が羽化する（図1）。その後、卵・幼虫期を経て、7月から約10ヶ
月間は地中で蛹として過ごす。本種は現在、長野県と熊本県にしか生
息が確認されていないことから環境省のレッドデータブックで絶滅
危惧Ⅰ類に指定されている。また、両県ともに県条例で指定希少野生
動植物に指定されており、無断で捕獲することが禁止されている。 
図1.オオルリシジミ阿蘇亜種 
 
本種は保全活動が活発に行われており、監視活動や食草の人為的な
増殖をはじめとした、直接的な保護活動だけでなく、子どもを対象と
した自然教室の実施、企業や行政を巻き込んだ観察会など地域住民を
巻き込んだ普及啓発活動が展開されている。 
さらに本種の幼虫はマメ科のクララの蕾と花のみを食草としてい
るスペシャリストである。このクララは有毒であるため、牛や馬など
の家畜が食草せず、放牧している地域ではクララが優先的に生育する
草原環境が維持される。このように人間の生活や農牧業に強い関わり
を持ったチョウであるため、本種の特性を伝え、保全に協力してもら
うことは保護活動の重要な部分を占めている。 
 
2-2.プログラムの開発 
1）プラ板のオオルリシジミキーホルダ  ー
「プラ板」とは、スチロール樹脂（ポリスチレン）の熱塑性を利用
した科学遊びや、その材料を指す。プラスチックの板にマーカーで絵
を描いて好きな形にカットし、トースターで加熱すると、面積で4分
の1ほどに縮み厚みも出て、材料の状態と比較すると、堅牢なものと
なる。加熱する前にパンチ等で穴を開けておくと、チェーンを通すこ
とができ、キーホルダーやアクセサリーとして活用することができる
（図2）。 
図2.プラ板によって作成したキーホルダ  ー
 
プラ板は小学生を対象とした塑性と弾性を理解させる科学遊びの
一種として普及した背景があり、自分自身の書いた文字や絵が縮小さ
れてそのまま反映されるため、子どもの創造力を養うには最適なツー
ルである。また工作道具の使用練習になる側面もある。今回採用した
経緯には、時間内に早く制作できた子どもには複数作らせることで時
間調整が可能であることが含まれている。 
オオルリシジミを題材とした場合、あらかじめオオルリシジミの腹
面・背面を印刷しておいたものを使用するが、性別の見分け方、学名
について説明し、これらを自身で書き込ませることで、原型サイズの
自分だけのオオルリシジミ図鑑をキーホルダーとして手に入れるこ
とができる。「自分だけの図鑑」による特別感だけでなく、オオルリシ
ジミは絶滅危惧種・指定希少野生動植物であるため、標本にすること
や、標本を無断で譲り受けることができないため、以下のメリットが
ある。 
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全世代横断型昆虫保全教育プログラムの開発と実践 
江田慧子（教育人間科学部 学校教育学科）・木場有紀・新家智子（教育人間科学部 幼児保育学科） 
キーワード：オオルリシジミ、プラ板、手袋シアター 
1.はじめに 
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来創造館（通称：ギャラクシティー）において実践した。 
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ログラムを実践することができたため、その事例についても報告する。 
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1 . 直接チョウに触れることができない人にもオオルリシジミを
知ってもらうきっかけとなる。 
2 . 生息地外での活動が容易である。 
3 . 自作したオオルリシジミ図鑑キーホルダーを持ち帰ることに
より、自宅周辺や旅先などでオオルリシジミを観察すること
が可能となる。 
4 . キーホルダーをきっかけとして、オオルリシジミ保護のメッ
センジャーになることができる。 
 
今後は生活環や食草、他の生き物との関係についてのプラ板を制作
することで生態学的知見を学ぶ教材にもなりうると考えている。 
 
2）手遊び・手袋シアタ  ー
手袋シアターは手袋にアイテムの形に切ったフェルトやビーズを
接着してデコレーションを行い話しをする人形劇である。また、乳幼
児を対象とする施設では話しをする前に注目を集める方法としてよ
く使われる保育教材の一つである。手袋シアターの利点としてコンパ
クトで持ち運びも容易であり、野外での活動でも特別な機材を必要と
せずに行うことができる。手袋シアターの元になる手遊びは口伝えで
伝承されているものが多く、自由に作品が作られて活用されているた
め、手袋シアターの利用方法は無限にあるといえる。 
今回はその中の「キャベツのなかから」というモンシロチョウを題
材とした手遊びを基にオオルリシジミの生態を取り入れた手袋シア
ターを製作した。（図3・4）。 
図3.作成した手袋シアタ  ー
 
手袋シアターを実演する時の歌とお話の内容も同時に作成した。歌
に関しては「オオルリシジミ」や「クララ」という言葉を多用した。
また幼虫の成長過程の専門用語を取り入れ、幼児期の子どもが興味・
関心を示しやすくした。歌詞の中では「オオルリシジミ」と「クララ」
を反復することでオオルリシジミの保全にとって最も重要なワード
を繰り返すことにより、子どもへの言葉の定着を図った。 
 
 
 
 
図4.指に装着するフェルトで作成したオオルリシジミ 
 
3.結果 
合計2箇所でのプログラムの実施を行うことができた。 
1）プラ板のオオルリシジミキーホルダ  ー
日程：2017年8月21日（月）13:00、15:00から 
場所：足立区ギャラクシティ こども未来創造館 
対象：小学生 
概要： 
はじめの 15分間で「オオルリシジミを知っている？」というタイ
トルで生態を学ばせた。パワーポイントで分かりやすく説明をしなが
ら随時質問を投げかけるクイズ形式とした（図5）。参加した子どもた
ちは手をあげて積極的に答えていた。またパンフレットを作成し、自
宅でもオオルリシジミを知ることができるよう工夫した。 
次の 20分間でプラ板を使ってオオルリシジミのチョウのキーホル
ダーを作成した。プラ板はオオルリシジミの雄成虫、雌成虫、裏の 3
枚を配布し、「オオルリシジミ」「雌雄」については必ず書くことを義
務づけた。あとはマッキーで自由に絵や文字を書いていいように指示
した。学生が書くことに戸惑っている子どもへ補助に入った（図 6）。
プラ板はトースターで焼く工程があるが、危険が伴うためトースター
はすべて学生または教員が扱った。トースターからプラ板を出して図
書などで重しをして伸ばす活動は学生・教員と子どもが共同で行った。 
図5.オオルリシジミの生態をクイズ形式で説明している様子 
 
最後の 10分間でそれぞれ完成した作品を見せながら、今日の学習
について感想を話して終了した。作品を作ることができて楽しかった、
実際にチョウを探してみるという感想があった。今後は足立区の他施
設や区外でも実践し、昆虫に対する意識調査を行いたいと考えている。 
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図6.オリジナルプラ板を作成している様子 
 
2）手遊び・手袋シアタ  ー
日程：2018年3月15日（木）15:00、3月16日（金） 
場所：熊本県高森町保育園、南阿蘇えほんのくに 
対象：幼児 
概要： 
 熊本県高森町保育園にて作成した手遊び、手袋シアターをプレゼン
し、プログラムについて説明を行った（図7）。 
阿蘇には園外保育で訪れるなど地域の自然としての認識は高くオオ
ルリシジミが生息していることは知っていたが、詳しい生態までは知
らなかった。保育者からは自分たちで改良を加えて、園児たちへ実践
してみたい、という好意的な意見が出た。今後は手遊び、手袋シアタ
ーについて改良を加え、教材として大量に作成し、配布できるように
先生方と協力して連携していくこととなった。 
図7.高森保育園での説明の様子 
 
 南阿蘇えほんのくにでは絵本の読み聞かせを行うイベントを多数
行っている。そこでプログラムの提案を行い、その日に訪問していた
幼児に試験的に見せたところ「よんれいさん」や「じゃくれいさん」
と4齢幼虫や若齢幼虫のことを呼ぶ姿が見られ、耳馴染みのない言葉
への興味・関心を見せる姿が確認できた（図8）、今後はオオルリシジ
ミの絵本の読み聞かせの前に手遊びや手袋シアターを行い、子どもの
注目を集める場面で活用したいという話が出た。また、オオルリシジ
ミが生息している現場で実際に手遊び、手袋シアターを実践してもら
いたいという要望があった。 
手袋シアターでは幼虫らしい立体感を出すためにアイテムの中へ
綿をつめた。しかし、実演を行っている最中に手の動きが鈍くなった。
そこで次回からは綿を入れない作り方に変えるべきであると考察し
た。また今回の内容はオオルリシジミのみに焦点を当てて作成したが、
今後はオオルリシジミが生息している草原環境や牛や馬などの農牧
業との関わり、クモやハチ、ハエなどの天敵などの登場人物を増やし
て、手袋シアターの種類を増やしていきたいと考えている。 
 
図8.幼児へ行った手遊びの動画の一部 
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社会教育施設との連携による教育教材の開発とプログラムの普及 
古瀬浩史（生命環境学部 アニマルサイエンス学科） 
キーワード：教材開発、社会教育施設、環境教育 
1.はじめに 
帝京科学大学環境教育・インタープリテーション研究室（以下、古
瀬研究室）では、地域連携推進センターの助成を受け、学生と教員が
協力し、近隣の公園等とのパートナーシップによって環境教育教材の
開発やプログラムの実践に取り組んできた。これまでに作成した教材
は、主として公園や環境系イベント等で使用する展示中心の教材セッ
トであった1)。2017年度は、これまでの事業を発展させ、教材の使用
場所の想定を水族館等の社会教育施設に拡大するとともに、より広範
な普及や活用を目的にインターネットでの普及が可能な教材の開発
に取り組んだ。 
また、作成した教材の活用と評価・改善のために、水族館および公
園施設において教材を使用したプログラムを実践した。本稿ではそれ
らの経緯について報告する。 
 
2.ペーパークラフト教材の開発とプログラム実践 
 古瀬研究室は 2016年に起きた熊本地震の後、被災地支援活動とし
て、海系の環境教育実践者のネットワークである「海辺の環境教育フ
ォーラム」のつながりを活かして、避難所の子どもたちに楽しみなが
ら学べる学習教材を届ける活動を行った。この際に、水族館から提供
を受けたペーパークラフト教材が好評であったことから、2016 年夏
にペーパークラフトのデザイナーを東京西キャンパスに招いてペー
パークラフトのデザインに関するワークショップを開催した。この成
果として魚（ミノカサゴ）を題材した教材を制作し、再度被災地の関
係者に提供した（図1）。 
図1.ミノカサゴのペーパークラフト 
 
 2017 年度は特に水族館での活用を想定して、生態学分野の学習に
資する教材の開発に取り組んだ。古瀬研究室所属の山崎が卒業研究で
作成した教材は、川での食物連鎖を扱った教材で、鳥（カワセミ）、魚
（オイカワ）、水生昆虫（カゲロウ）をモチーフとしており、完成させ
るとモビールになるようにデザインされている（図2）。また教材を使
ったプログラムを指導する場合の手順や解説項目等をまとめた指導
者資料も同時に作成した。この教材の活用と形成過程評価を兼ねたプ
ログラムの実践を、福島県のアクアマリンふくしま（2017 年９月）、
および山梨県立富士湧水の里水族館（2017年11～12月）にて行った。
プログラム制作の過程では、上記2館に加えて、アクアマリンいなわ
しろカワセミ水族館のスタッフにも多大な協力を頂いた。 
図2.食物連鎖を学ぶペーパークラフト 
 
 山﨑は、ペーパークラフト教材の可能性として、ホームページでの
配布により、学校等団体が水族館を訪れる際の事前授業、事後事業と
して活用することなどを挙げている 2)。教材は古瀬研究室ホームペー
ジで公開されている他、水族館での継続的な使用が検討されている。
ペーパークラフト教材には様々な可能性があり、今後新たな題材で開
発を継続することが期待される。 
 
3.塗り絵教材の開発 
 塗り絵は、遊びとしてだけでなく、教材としてもしばしば活用され
ている。筆者もこれまで、サンゴ礁保全に関する学習教材などにおい
て、塗り絵の教材を制作してきた3)。2017年度は、古瀬研究室が参画
している海洋教育の教材開発プロジェクトである『Lab to Class』の
教材として、サンゴ礁の自然をテーマにした新たな塗り絵が開発され
た（当研究室は作成協力）4)。また、市川は卒業研究として動物に関す
る塗り絵教材の事例を調べ、環境学習の場での活用を想定した新たな
教材の開発を行った5)。塗り絵の学習教材としての優位性は、１.色に
着目できる、２.複雑な形や細かな部分に注目できるなどの特性が挙げ
られる。それらの特性を活かした塗り絵教材、危険な生物（ハチやヘ
ビ）を色の特徴から認識する塗り絵、および類似種（アライグマとタ
ヌキなど）の識別を学ぶ塗り絵教材を作成した（図３）。これらの教材
を使用したプログラムは、帝京科学大学と広範な地域連携活動を行っ
ている山梨県立の都市公園である桂川ウェルネスパークで実践が行
われた。 
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社会教育施設との連携による教育教材の開発とプログラムの普及 
古瀬浩史（生命環境学部 アニマルサイエンス学科） 
キーワード：教材開発、社会教育施設、環境教育 
1.はじめに 
帝京科学大学環境教育・インタープリテーション研究室（以下、古
瀬研究室）では、地域連携推進センターの助成を受け、学生と教員が
協力し、近隣の公園等とのパートナーシップによって環境教育教材の
開発やプログラムの実践に取り組んできた。これまでに作成した教材
は、主として公園や環境系イベント等で使用する展示中心の教材セッ
トであった1)。2017年度は、これまでの事業を発展させ、教材の使用
場所の想定を水族館等の社会教育施設に拡大するとともに、より広範
な普及や活用を目的にインターネットでの普及が可能な教材の開発
に取り組んだ。 
また、作成した教材の活用と評価・改善のために、水族館および公
園施設において教材を使用したプログラムを実践した。本稿ではそれ
らの経緯について報告する。 
 
2.ペーパークラフト教材の開発とプログラム実践 
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を受けたペーパークラフト教材が好評であったことから、2016 年夏
にペーパークラフトのデザイナーを東京西キャンパスに招いてペー
パークラフトのデザインに関するワークショップを開催した。この成
果として魚（ミノカサゴ）を題材した教材を制作し、再度被災地の関
係者に提供した（図1）。 
図1.ミノカサゴのペーパークラフト 
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ヌキなど）の識別を学ぶ塗り絵教材を作成した（図３）。これらの教材
を使用したプログラムは、帝京科学大学と広範な地域連携活動を行っ
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古瀬浩史 
図3.類似種の識別を学ぶ塗り絵教材。塗り絵（上）と説明（下） 
 
 塗り絵には、上記以外にも、制作コストが安価であることや、大人
から子どもまで楽しめることなどの優位性がある。また、前項で述べ
たペーパークラフトと同じように、インターネットでの普及が可能な
ことから、様々な教育での活用の可能性が考えられる。  
 
4.ビジターセンターにおける外国人来訪者とのコミュニケーション
をサポートする教材の開発 
 国土交通省が発行した「観光立国推進基本計画」6)に見られるよう
に、日本は観光先進国の実現に向け、訪日外国人の増加をねらった国
際観光の振興に取り組んでいる。この方向性は国立公園行政において
も同様であり、環境省は「国立公園満喫プロジェクト」等の施策を推
進している。一方、国立公園施設であるビジターセンターなどの現場
は、外国人観光客の急激な増加に対応でいているのか？という観点か
ら、川澄は卒業研究において、ビジターセンターの外国人対応に関す
る調査を行い、英語の不得手なビジターセンタースタッフに役立てて
もらうことを目的とした英会話教材の開発に取り組んだ 7)。国立公園
満喫プロジェクト対象地と首都圏の自然公園施設を対象とした川澄
のアンケート調査によれば、もっとも対応が必要な言語は英語であっ
た。自然公園施設のスタッフの中で、英語の能力を「ほぼ問題ない」
と回答した割合は16％、「ほとんどできない」および「片言レベル」
と回答したスタッフは59％であった。この結果から、川澄は英語が片
言レベルのスタッフを主対象にした英会話文例集の開発を行った。ビ
ジターセンターで職員と来訪者の間に生じるコミュニケーションを
調査し、高頻度で使われると想定される内容で、かつ、多くの施設で
応用できる汎用性を重視した文例を56 個選定して英訳し教材として
まとめた。 
 作成した教材は、環境省が主催する自然公園施設職員やエコツーリ
ズム関係者の集まる研修会で展示し好評を得た。また調査に協力いた
だいた自然公園施設に送付するなどの普及を行っている。 
 
5.成果と課題 
 自然公園施設や水族館などの社会教育施設と連携し、ゼミ活動や学
生の卒業研究、また教員の研究も絡めた協働によって、新しい視点を
持った教材を開発し、プログラムを実践した。このような取り組みで
は、公園や社会教育施設の教育系職員との協働によって、有益な助言
が得られる一方、実際の社会教育の現場で実践することから、教育系
職員が納得する高いレベルのクオリティが求められる。また、教材は
イベントでのプログラムのように一過性ではないため、より丁寧な制
作が求められ、学生主体の活動としてはかなり高いハードルが設定さ
れていると言える。このことは、良い方向に捉えれば学生のプロジェ
クト・ベースド・ラーニングとしては有益な機会となっていると考え
られる。ただし、ゼミなどの少ない時間制限の中ではなかなか満足の
行くレベルに到達しないため、いずれの活動においても、じっくりと
時間をかけて取り組める卒業研究での実践を経て完成に至った。 
 開発した教材はいずれも新規性があり意義があるものの、それぞれ
の視点で一事例をつくったことに留まっている。これらがより大きな
価値を持つためには、それぞれの視点、例えば動物の塗り絵やペーパ
ークラフトという視点で、シリーズとして成り立つようなボリューム
を持つ必要がある。卒業研究等ではどうしても新しい視点を求めがち
で、既存の教材のバリエーションを充実させる方向には進みにくい傾
向がある。この課題を何らかの方法でクリアし、社会教育施設との連
携によって、現場に良質な教材やプログラムを提供していくことを継
続していきたい。 
 
6.その他 
 本稿で報告した成果物および卒業論文は、いずれも古瀬研究室のホ
ームページに収録されている。 
古瀬研究室ホームページ：https://www.furuse-lab.com/ 
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知的障害のある方への陸上競技の指導支援 
岩沼聡一朗（教育人間科学部 学校教育学科） 
キーワード：スペシャルオリンピックス、障害者スポーツ、スポーツボランティア、ICT 
1.はじめに 
知的障害のある方へスポーツ活動を提供する、スペシャルオリンピ
ックスは広く世界各地で展開されている。本学千住キャンパスにおい
ても、2016 年から、認定特定非営利活動法人スペシャルオリンピッ
クス日本・東京の陸上競技プログラム（練習会）が定期的に開催され
ている。そこへ、本学学生ならびに教員（筆者）が参加し、支援を続
けてきた。本稿では、その活動を報告する。 
 
2.背景 
本学にて、練習会が開催されるようになった経緯には、2020 年に
開催予定の東京オリンピック・パラリンピックが関連している。上記
の陸上競技プログラムは、東京都北区十条にある、東京都障害者総合
スポーツセンターを会場に、週1回のペースで、長年開催されてきた。
しかし、2020 年の東京パラリンピックを前に同センターの改修が必
要となり、それまでの練習場所が使えなくなった。筆者は、15年以上、
指導者、研究者の立場で、スペシャルオリンピックスの活動を支援し
てきた。そのような関係もあり、本学での開催について、オファーが
あった。 
本学千住キャンパスには、250メートルの全天候型の陸上競技トラ
ックがある。グラウンドの入口は限定され、部外者の立ち入りがない
点や、参加者が無断でグラウンドを出ていく心配がない点など、知的
障害のある方を対象にした練習会を開催する上での安全面も整って
いる。一方、上記のプログラムが開催されてきた、東京障害者総合ス
ポーツセンターでは、他の障害のある方（競技用義足を装着した方な
ど）も多数同じグラウンドで練習しており、衝突等の危険性もあった、
という。本学のグラウンドは、１）競技会と同様の全天候型のトラッ
クで練習ができる点、２）選手に目が行き渡る点（行方不明になる心
配がない点）、３）他の競技者等と衝突する危険性が低い点、から練
習場所として選ばれた。 
図1.千住キャンパス・グラウンドでの練習風景 
 
 
 
3.知的障害 
 知的障害とは、知的機能や適応機能（社会性）に困難さを抱える障
害である。厚生労働省の発表（文献1）によると、全国にはおよそ74
万人の知的障害者がいる。知的障害者の多くは、学齢期に特別支援学
校や、一般校の特別支援学級にて就学する。卒業後は、一般企業（特
例子会社含む）、作業所（就労継続支援事業所）、生活介護施設等に移
行する。学齢期は学校にて身体を動かす機会やスポーツの機会がある
が、卒業後はそのような機会が限られる。事実、知的障害者のスポー
ツ実施率（週1回以上）は19%であり、健常者（40%）よりも顕著に
低いことが示されている（文献2）。知的障害者は、障害特性も関連し、
自発的な運動実施やスポーツ参加が難しい者が多い。それに伴い、学
齢期終了後の肥満や早期老化などの身体面での諸問題を抱える者も
少なくない（文献3）。筆者らの調査（文献4）でも、成人知的障害者
は骨格筋量や筋機能の低下が見られ、要介護状態に陥るリスクが高い
ことが明らかとなっている。また、そのリスクは、知的障害の程度（軽
度～重度）と関連する。 
 
4.スペシャルオリンピックス 
 スペシャルオリンピックスは、知的障害のある方を対象に、年間を
通じてオリンピック形式の様々なスポーツのトレーニングと競技会
を提供している。Special Olympic“s”という名称に複数形の“s”が
用いられるのは、日常的なトレーニングから競技会までが一貫して提
供されていること、また、それが世界各地で実施されていることが理
由である。スペシャルオリンピックスでは、活動に参加する知的障害
のある方を「アスリート」と呼ぶ。それは、アスリートの継続的にト
レーニングする姿勢に敬意を表しているためである。 
 スペシャルオリンピックスの競技会には、一定期間のトレーニング
を積んだ8歳以上の知的障害児・者であれば、障害程度や競技レベル
に関係なく参加できる。さらに、予選敗退はなく、全員が決勝に進出
し表彰される。競技会では予選でのパフォーマンス、性別、年齢群を
基に8名以下のグループに分けられ、決勝が行われる。たとえ競技レ
ベルが低くても、それと同等の競技レベルの方と同じグループの中で
競い合う。それによって、アスリートは実力を十分に発揮し、称賛さ
れる機会を得る。これらは、世界大会でも同様のルールで行われる。
競技レベルの高い選手のみが競い合う、パラリンピックやINASグロ
ーバル競技大会（国際知的障害者スポーツ連盟）等とは異なり、スペ
シャルオリンピックスは幅広い競技レベルの知的障害者に競技会の
機会を提供している。 
 
5.陸上競技の練習会 
本学での陸上競技プログラム（練習会）は、月に2回程度のペース
で開催されている。練習会には、アスリートが 20数名、コーチが 5
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ている。そこへ、本学学生ならびに教員（筆者）が参加し、支援を続
けてきた。本稿では、その活動を報告する。 
 
2.背景 
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図1.千住キャンパス・グラウンドでの練習風景 
 
 
 
3.知的障害 
 知的障害とは、知的機能や適応機能（社会性）に困難さを抱える障
害である。厚生労働省の発表（文献1）によると、全国にはおよそ74
万人の知的障害者がいる。知的障害者の多くは、学齢期に特別支援学
校や、一般校の特別支援学級にて就学する。卒業後は、一般企業（特
例子会社含む）、作業所（就労継続支援事業所）、生活介護施設等に移
行する。学齢期は学校にて身体を動かす機会やスポーツの機会がある
が、卒業後はそのような機会が限られる。事実、知的障害者のスポー
ツ実施率（週1回以上）は19%であり、健常者（40%）よりも顕著に
低いことが示されている（文献2）。知的障害者は、障害特性も関連し、
自発的な運動実施やスポーツ参加が難しい者が多い。それに伴い、学
齢期終了後の肥満や早期老化などの身体面での諸問題を抱える者も
少なくない（文献3）。筆者らの調査（文献4）でも、成人知的障害者
は骨格筋量や筋機能の低下が見られ、要介護状態に陥るリスクが高い
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名程度参加している。そこに、本学の学生数名や教員（筆者）も参加
している。アスリートの中には、スペシャルオリンピックスだけでは
なく、全国障害者スポーツ大会等の競技レベルの高い競技会への参加
を目指すアスリートも数名含まれている。スペシャルオリンピックス
の指導者資格である、認定コーチの有資格者がコーチとして指導に当
たっている。一昨年に本学を会場に開催された指導者養成講習会（コ
ーチクリニック）には、本学の学生（陸上競技部の学生を含む）も 5
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ング、ストレッチ等によるウォーミングアップを行う。その後、専門
的なウォーミングアップとして、変形スタートや、陸上競技に関連し
た様々な動き（機能的トレーニング）を行う。その後、短距離、中長
距離、投てき系種目の練習・記録測定を行う。また、リレー練習・記
録測定を行うこともある。 
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そのため、投てき系種目と、リレーの練習は断念せざるを得なかった。
しかし、本学グラウンドを単独で利用できるようになり、それらの練
習をすることが可能になった。これは単に練習内容の幅が広がったと
いうことだけではなく、アスリートがより多くの種目にチャレンジで
きる機会を拡げることにつながった。 
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がないアスリートのために、ジャベボールを用いた。また、投げる標
的（まと）としてディスゲッター・フープを用いることで、楽しみな
がら投げる練習をすることができた。 
 
6.ICTデバイスを活用した指導 
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動作改善の一助となることを示唆する。 
 
図2.タブレット端末を利用したランニング動作の確認 
 
7.おわりに 
本活動は、知的障害のある方における陸上競技の練習機会の拡充に
貢献することができた。大学がもつ、施設、人材、専門性を活かすこ
とが、参加者の満足度にもつながったと言えよう。また、本活動がき
っかけで、他の障害者スポーツの支援についても、筆者に相談が寄せ
られるようになった。本学が地域の障害者スポーツの拠点形成に貢献
する可能性が示された。その実現には、障害者スポーツ支援に関する
体制の整備や学生サークルの設立が急務である。障害者スポーツを通
じて、本学の学生・教職員と地域の障害のある方々との交流の機会が
増えることで、インクルージョン社会の創出に寄与できるものと期待
される。 
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大切なペットを災害から守るための「ペット手帳」の制作と配布 
～足立区行政、地元 NPO法人との連携～ 
山本和弘（生命環境学部 アニマルサイエンス学科） 
キーワード：ペット、同行避難、防災、東日本大震災、熊本地震、地域連携 
1.はじめに 
アニマルラブフェスタというイベントを行い、この「ペット手帳」
の作成に着手したのは、「飼い主の方も動物たちも、どちらも健やかで
あってほしい」という素朴な願いからであった。 
日本は世界まれにみる災害発生国と言われている。数年周期で震度
６以上の地震が各地で発生し、震度７以上の関東大震災級の地震は２
０～３０年の周期で発生している記録が残されている（柴田, 2017）。
つまり、一人ひとりが一生に 1～2 度、大災害を経験すると言っても
決して過言ではない。2011年の東日本大震災では、地震・津波に続く
原子力発電所の災害により甚大な被害が生じ、またその後 2016 年に
生じた熊本においても大規模地震が発生し、日本に住む人々にとって
大規模災害は、他人事ではなく身近に起こるという経験をさらに印象
づけることとなった（ペットの災害対策ガイドライン 2018）。 
環境省も東日本大震災を教訓に 2013 年に「災害時」にペットを避
難・保護・救護する方法について多くの人が周知できるようにという
意図をもって「災害時におけるペットの救護対策ガイドライン」を作
成した。しかしながら、その後発生した熊本地震においては、ペット
が避難所にいられないため、車中泊を強いられたり、被災した家屋に
とどまり、そこが倒壊することによる二次災害に遭われた方もいた。
このように「災害が発生してから救護対策」を行っていては十分に対
応できないことが浮き彫りとなった。（VMAT標準テキスト, 2017）そ
こで政府も「災害が生じる前から」人が災害に備えることができるよ
うに行政も対策に乗り出すこととなった。2018年3月には「人とペッ
トの災害対策」というタイトルとなり、内容も大幅変更されたガイド
ラインが環境省から発表され、各自治体がこれに基づいて災害時およ
びその以前からの準備を官民ともに行うことになった。 
今回、「アニマルラブフェスタ」というイベントを行い、帝京科学大
学近辺から多くの住民の方が参加してくださり、この中で、シンポジ
ウムや展示を通して災害時にペットたちがどのような被害にあうか
を認識してもらうことができた。それだけでなく、今後いかに災害に
対して備えるべきか、さらに、その防災に対する認識と理解を継続か
つ恒久的に認知し続けてもらえるよう、この「ペット手帳」を制作す
ることとした。 
 
2.アニマルラブフェスタ：シンポジウム 
アニマルラブフェスタは 2014 年から毎年、動物愛護週間における
帝京科学大学のアニマルサイエンス学科のイベントとして毎年行わ
れている。（図１）2017年度は「災害時の動物の保護」と題して、シ
ンポジウム、展示、グッズ販売、および動物の譲渡会（パネル展示に
よる）などを地元の NPOや民間のアニマルシェルターと共に 7月 23
日に開催され160名以上の方々が来場された。 
とくにシンポジウムでは、災害についての備える方法や実際にペッ
トをどのようにして守るかが議論され、120名以上の地域の方々にも
広く参加いただいた（図２、図３）。 
図1.アニマルラブフェスタチラシ 
 
図2.シンポジウムの様子（１） 
 
図3.シンポジウムの様子（２） 
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シンポジストとして、熊本地震の際に獣医療を用いて被災・負傷動
物のペットの保護・治療活動をされた船津敏弘先生、東日本大震災で
行政側として避難所での活動をされた亀田由香利先生、そして東日本
大震災の時に警戒区域に入られた今本成樹先生を招聘した。各々プレ
ゼンテーションを行っていただき、地域の住民の立場からも現実とし
て何ができるかの意見の交換が行われた。会場からも、複雑かつ回答
困難な今後の課題も提示され、これからこの地域が実際にどのように
備えるべきかを考える機会とされた。それぞれのシンポジストが語っ
た内容は、災害現場で経験された「生の声」であり、会場の聴衆にと
っては、災害に対する新たなる知識と経験を蓄える場となったと、後
のアンケートで明らかになった。 
3.ペット手帳の制作 
シンポジウムの内容をふまえて、ペットの飼い主にとって何が必要
なのか、災害に備えてどのように準備を進めてのよいのかを再考し、
制作にあたった。また、制作にあたり、他の市区町村が、行政の立場
から書かれたペット防災の出版物を環境省、東京都および市区町村か
らなるべく多く取り寄せ、内容を精査し、参考にした。 
3-1.制作のコンセプト 
他の市区町村のパンフレットを収集する際に担当者の方にお話を
うかがうと必ず帰ってくる言葉が、「繰り返し見ていただきたい」とい
うことであった。 
これらのパンフレットをペットの飼い主の方に見てもらうと、文字
数が多かったり、防災の専門用語が書かれていて内容が難しく理解す
るのに時間がかかったりするという意見も多くあった。よって、「長く
繰り返し使っていただけるにはどのようにすればよいのか」というこ
とが外部調査での課題となった。 
そこで、人間の「お薬手帳」や「母子手帳」が一般的になっている
ように、そのペット防災バージョンの「ペット手帳」という形にして、
継続的に使用できる形にしようということに至った。自分の飼ってい
るペットの情報が記載できる、動物病院にももっていける、診察券も
入れられる、そして最後は災害に対して備えるための防災に行き着く
方法をとることとなった。ペットを実際に飼っている人の意見も取り
入れつつ、実際にどのようにすれば、くり返し見てもらえ、長く使用
してもらえるかを重視し、最終的にこのような完成形に至った。（図４） 
図4.完成したペット手帳 
4.地域との連携 
足立区危機管理部、足立区衛生部足立保健所、および足立区広報室
シティプロモーション課と連携を取り、内容についての確認を何度も
行い、このペット手帳を通して、災害に対する危機管理を行うことが
できるのか、また、ペットに関する記載で誤った記載はないのかなど、
足立区の行政の方々と話し合い、連携しながら作成が進められた。ま
た、NPO法人あだち動物共生ネットワークのメンバーとともに実際に
動物を飼われている立場の視点からの意見を取り入れることができ
た。さらに、この作成にあたっては帝京科学大学のアニマルサイエン
ス学科の３年生の学生２名も関わり、原稿の推敲を繰り返し、討議し
加筆修正された。 
5.ペット手帳配布 
あだち動物共生ネットワークの方々が猫の譲渡会で配布してくだ
さり、たいへん好評を得ることができた（図５）。何よりも、これなら
継続的に使ってみたいという意見を聞くことが出来た。 
図5.猫の譲渡会で来場者にペット手帳を贈呈 
２０１８年４月より開業した帝京科学大学付属動物病院に来院さ
れる患者の方々にも配布している（図６）。また、他の区や市へもサン
プルとしての配布を開始しており、行政の方々もペットの防災に関す
る意識が高まることが期待できる。そして、帝京科学大学、アニマル
サイエンス学科と足立区の行政、地域の NPO 団体で活動されている
方々とが協力すればこのように有益な出版物ができること、さらにこ
れを通して地域の協力体制の大切さを広く知っていただければと願
っている。 
図6.付属動物病院に配布されたペット手帳 
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大切なペットを災害から守るための「ペット手帳」の制作と配布 
6.将来への展望 
このような出版物を通して、少しでもペット防災に対する意識が向
上するよう、このペット手帳は第2版、またそれ以降の出版も準備中
である。実際に使用していただいた方々からの意見を取り入れ、さら
なるバージョンアップを計る。また、この「ペット手帳」を他の市町
村区に普及させるためにデータの公開を行うことも進めている。デー
タは「イラストレーター」というソフトウェアで作成されており、最
終ページ（15ページ）と表紙の「足立区」という文字を差し替えれば
他でも使用できるように見えない工夫がされている。この「ペット手
帳」が普及することにより、さらにペット防災に対する意識が高まり、
実際に災害が発生した際にこの手帳をもっている人の役に立ち、ペッ
トや人の命を救う働きにつなげたい。 
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